
当社グループ（当社および連結子会社）の事業その他に関する
リスクについて、投資家の判断に影響を及ぼす可能性があると
考えられる主なものとしては、以下の内容が挙げられます。ま
た、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項について
も、投資家に対する積極的な情報開示の観点から、以下に開示し
ております。当社グループは、これらのリスクを認識・評価した
上で、リスクの回避・軽減・移転・保有、及び万一発生した時の対
応に真摯に努める所存です。なお、以下の内容は、当社グループ
の全てのリスクを網羅するものではありません。本項において
は、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証
券報告書提出日（2011年6月23日）現在において当社グループが
判断したものです。

1. 経済や金融市場の動向
経済状況や金融市場の動向は、当社グループの経営成績や財
務基盤等に影響を与えます。例えば、次のようなリスクが存在
します。

①主要市場における景気動向
当社グループは、日本国内及び世界各国で、政府等の公共機関
や企業等に、ICTを活用したサービス、サーバやストレージ等の
製品、ネットワーク製品、半導体等を提供し、コンシューマ向け
にパソコンや携帯電話、オーディオ・ナビゲーション機器等を提
供しております。これらの事業の売上及び損益は、各市場の景気
動向に大きく左右されます。特に、当社グループの主要市場であ
る、日本、欧州、北米、中国を含むアジアにおける景気動向は、当
社グループの事業に大きな影響を与えます。

②ハイテク市場における変動性
ICT業界においては、周期的な市況の変動を超えた急激な需給
バランスの変化が起きることがあります。特に、半導体やパソコ
ン等、汎用性の高い製品において、その傾向は顕著です。当社グ
ループでは、グローバルに展開するテクノロジーソリューショ
ン等のビジネスにおける新規事業開拓、製品の市場投入や量産開
始、生産の縮小等の決定に際しては、市場の周期性や変動性を考
慮しておりますが、当社グループが市場の変化を的確に予想で
きない場合や、市況が想定以上に大きく変動する場合が起こり得
ます。その際、投資を回収できないリスクや、機会損失を被るリ
スクがあります。また、こうした市場の変化に対応するため、当
社グループでは継続的に構造改革を行っておりますが、急激な
変化が発生した場合には、構造改革の規模が想定以上に大きくな
ることがあり、それに伴う一時的な費用の発生が増大すること
があります。

③為替動向
当社グループは、海外での事業拡大を進めております。そのた
め米ドルやユーロに代表される為替の急激な変動は、海外ビジネ
スの売上及び損益に影響し、海外に提供する製品やサービスの価
格競争力の低下等を招くおそれがあります。また、これらは、海
外からの部材等の輸入や製品等の輸出に大きな影響を及ぼす可
能性があります。さらに、当社グループが海外に保有する資産・
負債等についても、為替変動により資産等が目減り、または負債
等が増大する可能性があります。

④金利変動
当社グループの有利子負債の中には金利変動の影響を受ける
ものが含まれています。従って、金利上昇によって支払金利や調
達コストが増加することがあります。

⑤資本市場の動向
国内外の株式市場の動向は、当社グループの保有する他社株式
の評価額及び年金資産の運用状況に大きく影響を及ぼします。
従って、株式市場が低迷した場合、保有株式の評価損が発生した
り、年金資産が目減りし、会社負担が増大するおそれがあります。

2. お客様
お客様の動向は、当社グループの事業に大きな影響を及ぼしま
す。例えば、次のようなリスクが存在します。

①お客様におけるICT投資動向変化のリスク
テクノロジーソリューション等の当社グループのビジネスに
おいては、日本政府、自治体、各国政府等の公共機関、情報通信事
業、金融業、大手製造業等のお客様との取引割合が高くなってお
ります。これらのお客様の政策や、業界の経営環境、市況変化、
業界再編の動き等は、お客様のICT投資動向の変化につながり、当
社グループの売上や損益に大きな影響があります。また、お客様
のICT投資計画やその見直し、及びお客様の製品やサービスの売
れ行き等は、当社グループの製品やサービスの需要や価格に大き
な影響があります。お客様の製品やサービスの需要が低迷した
り、価格が下落したり、事業が縮小されたり、当社グループのお
客様の市場シェアが低下したり、お客様がICT投資を抑制したり
することは、当社グループの売上及び損益に悪影響を与えます。
また、海外ビジネスにおいては、英国での政府系のプロジェクト
が重要な事業となっています。そのため、英国政府のICT投資計
画の見直しや抑制があった場合、当社グループの売上及び損益に
影響を与えます。
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②お客様との関係継続に関するリスク
当社グループは、お客様のかけがえのないパートナーとなり、

ICTのライフサイクルにわたるソリューションを提供し、お客様
と長期的な信頼関係を築くことを目指しております。そのため、
お客様との関係継続が事業の安定にとって重要です。お客様との
信頼関係が継続できない場合や、取引または契約関係が継続でき
ない場合、当社グループの売上及び損益に影響を与えます。

3. 競合／業界
ICT業界は大変競争が激しく、技術革新のスピードが速いため、
業界や競合他社の動きによって、当社グループの経営成績は大き
な影響を受けます。例えば次のようなリスクが存在します。

①価格競争
市況環境の変化や競争激化、技術革新等は製品やサービスの価
格下落につながる可能性があります。当社グループは、技術の進
歩や競争激化等によるクラウドサービス等のICTサービスの低価
格化、パソコンの価格競争の激化等の価格下落を想定し、お客様
のニーズや他社状況を把握して、競争力のあるサービスのライ
ンナップを拡充するとともに、トヨタ生産システムの導入や、
サービスの工業化及び標準化、ソフトウェアのモジュール化等、
コストダウンに向けた取り組みや新製品や新サービス等の販売
拡大の努力をしておりますが、価格下落が当社グループの想定
を上回るリスクや、調達価格の変動等により当社グループが十分
なコストダウンや販売拡大を実現できないリスクがあります。
そのような場合、当社グループの売上及び損益に悪影響があり
ます。

②新規参入者を含めた競争
ICT業界では、既存の競合他社に加え、新規参入者との競争も激
しくなっています。現在、当社グループが競争優位性を持ってい
る分野でも、新規参入業者を含めた競合他社との競争に晒されて
おり、当社グループが競争力を失ったり、将来の事業において優
位性を確保できないリスクがあります。

③技術開発競争
ICT業界では技術の進歩が大変早く、新製品や新技術は急速に
陳腐化します。競争力の維持のためには、最先端の技術を開発し
続けることが必要です。クラウドサービスやスマートフォン等
の市場拡大に対し、当社グループは技術やサービスの優位性を確
保する努力を最大限行いますが、これらの技術開発競争で他社
に優位性を奪われた場合、シェアや利益率が低下し、当社グルー
プの売上及び損益に悪影響を及ぼします。また、当社グループの
製品やサービスの価値を著しく低下させるような、画期的な新
技術や新サービス等が他社によって開発された場合、当社グルー
プの売上及び損益に悪影響があります。

4. 調達先、提携等に関するリスク
当社グループの事業は、多くのお取引先や、提携先等、他社と
の関係によって成り立っています。従って、これらのお取引先
等との関係に著しい変化が生じた場合には、当社グループの事業
に影響を及ぼします。

①調達に関わるリスク
当社グループが提供する製品やサービスは、最先端の技術を使
用しており、一部の部品、原材料等については、安定的な調達が
困難であったり、供給が滞った場合の代替の調達先を確保できな
いリスクがあります。また、大量に調達が必要な部品、原材料等
について、必要な量を調達できないリスクがあります。さらに
お取引先において、自然災害や事故、経営状況の悪化等により、
当社に対する部品、原材料等の安定的な提供が困難になるリスク
があります。これらの場合、製品及びサービスの提供が遅れ、お
客様への納入遅延や機会損失等が発生する可能性があります。ま
た、調達部品等について、為替動向や需給逼迫等により調達価格
が当初見込みを上回り、製品及びサービスの利益率の悪化や、値
上げによる売上の減少が起きる可能性があります。また、調達部
品等については、できる限り品質確保に努めておりますが、購入
部品の不良を完全に防げる保証はありません。購入部品に不良
があった場合、工程の遅延や、製品不良が発生し、機会損失、修理
回収費用、不良品廃却費用、お客様への賠償責任等が発生する可
能性があります。

②提携、アライアンス、技術供与に関するリスク
当社グループは、グローバルなICTビジネス環境における競争
力強化のため、業務提携、技術提携、合弁等の形で、多くの会社
と共同で活動を行っており、引き続きこのような活動を前向き
に活用する予定です。しかし、経営、財務あるいはその他の要因
により、このような協力関係を成立または継続できない場合や、
これらの協力関係から十分な成果を得られない場合には、当社
グループの事業に悪影響を及ぼすことがあります。また、当社
グループの製品やサービスは、他社の許諾を受けて使用してい
る多くの特許や技術、ソフトウェア、商標等を前提としておりま
す。これらの技術等について、今後も当社グループが許容でき
る条件で、他社からの供与や使用許諾を受けられるとは限りま
せん。

5. 公的規制、政策、税務に関するリスク
当社グループの事業活動は、グローバルに展開しているため、
各国・各地域の数々の公的規制や、政策動向、税務法制や運用等
の影響を受けます。具体的には、事業展開する各国において、政
府の政策や、事業や投資の許可、輸出入に関する制限等のさまざ
まな規制や、独占禁止、知的財産権、消費者、環境・リサイクル、
労働条件、派遣・下請、租税等に関する法令の適用を受けており
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ます。これらの政策や規制等の強化や変更は、対応コストの増加
により、損益に影響を与えます。また、当社グループがソリュー
ションを提供する分野には、医療や通信、工事等、公的規制を受
ける領域があります。これらの市場における規制の動向が当社
グループの事業へ影響を与える可能性があります。

6. その他事業遂行上のリスク
事業遂行にあたって、当社グループは認識するリスクを排除
するために最大限の努力を行っておりますが、全てにおいて望
ましい結果を実現できる保証はありません。具体的には次のよ
うなリスクが存在します。

①製品やサービスの欠陥や瑕疵に関するリスク
当社グループでは、グローバル化、高度化した現代のネット
ワーク社会のインフラを支えており、FUJITSU Wayにおいて、品
質を大切にすることを企業指針の一つに掲げ、お客様と社会の信
頼を支えることを目指しております。
製品開発においては、製造段階だけではなく開発設計を含め
て品質管理の全社ルールを定め、品質の向上や、外部購入品の品
質管理強化を進めておりますが、ソフトウェアを含む当社製品
において、欠陥や瑕疵等が発生する可能性は排除できません。ま
た、テクノロジーソリューションにおけるシステム構築等の
サービスについては、品質管理の全社ルールを定め、ソフトウェ
アのモジュール化や開発の標準化、セキュリティ対応の強化等に
よる品質向上に努めておりますが、当社グループのサービスに
おいて瑕疵等が発生する可能性は排除できません。特に社会シ
ステムに関しましては、2005年11月の東京証券取引所でのシス
テム障害をきっかけとして、システムの運用環境、ソフトウェ
ア、ハードウェアのシステム全般に係る瑕疵等について、お客様
と協働で点検を実施し、社会システムの安定稼動のため、品質、
契約やルール等を改善する活動を継続的に行っておりますが、
瑕疵等が発生する可能性を完全には排除できません。このよう
な製品及びサービスの欠陥、瑕疵等が発生した場合、製品回収や
補修、システムリカバリー作業や、お客様への補償、機会損失等
が発生し、当社グループの売上及び損益に悪影響を及ぼします。

②プロジェクト管理についてのリスク
システム開発においては、開発規模の大型化とお客様の要求の
高度化、オープン化の進展によるシステムの複雑化が進み、開発
の難度がますます高まっております。同時に競争の激化により、
価格低下圧力が格段に強まっております。これらに対し、お客様
との契約のあり方を見直すとともに、営業・SEのビジネスプロ
セスの標準化を進め、商談発生時からプロジェクトの進行を通じ
てリスク管理を行い、納期遅延や不採算プロジェクトの新規発生

を抑制しております。併せて損失の引当ても適時に実施してお
ります。さらにシステム開発の工業化等、コスト競争力の強化に
も努めております。しかしながら、これらによっても、納期遅延
や不採算プロジェクトの発生を完全には防止できない可能性が
あります。

③投資判断、事業再編に関するリスク
ICT業界においては、競争力維持のため、多額の研究開発投資、
設備投資及び事業買収、事業再編等が必要な場合があります。こ
れらの実施の成否は、当社グループの経営成績に重要な影響を及
ぼします。当社グループでは、投資や事業再編にあたって、市場
動向やお客様のニーズ、当社技術の優位性、買収先の業績、当社
グループの事業ポートフォリオ等を勘案して決定しております
が、当社グループが有望と考えた市場や技術、または買収先が、
実際には想定ほど成長しなかったり、需給悪化や価格下落が予想
以上に早く起きる可能性があります。また、当社グループでは、
投資効率を検討し、所要変動に応じて投資を複数段階に分けて
行ったり、事前にお客様と提携する等、リスクを軽減する努力を
しておりますが、常に投資から十分なリターンを得られるとは
限りません。

④知的財産権に関するリスク
当社グループは、他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄
積してまいりましたが、当社グループ独自の技術とノウハウの
一部は、特定の地域では法的な制約のために知的財産としての
十分な保護が受けられない場合があります。そのため、第三者が
当社グループの知的財産を使って類似製品等を製造、販売するの
を効果的に防止できない可能性があります。また、他社が、類似
もしくはより優れた技術を開発した場合、当社グループの知的
財産の価値が低下する可能性があります。また、当社グループで
は他社の知的財産権を侵害することのないよう、社内規定の整
備や製品出荷前のクリアランス調査の徹底等を行っております
が、当社グループの製品やサービスまたは技術について、他社の
知的財産権を侵害しているとされ、使用料支払いや設計変更費
用等が当社グループの損益に影響を及ぼす可能性があります。ま
た、当社グループは、従来より従業員の発明に対して、職務発明
補償を積極的に行い、今後も法令等に基づいた職務発明補償を実
施いたしますが、補償評価に対して発明者から訴訟を提起され
るリスクがあります。

⑤人材に関するリスク
当社グループの成長と利益は、人材に大きく依存します。従っ
て、優秀な技術者やSE、管理者等、必要とする人材を採用、育成、
及び流出を防止することは当社グループにとって重要であり、

FUJITSU LIMITED     ANNUAL REPORT 2011

RESPO
N

SIB
ILITY

089

事業等のリスク



このような人材を採用または育成することができない場合や、
優秀な人材の流出を防止できない場合、当社グループの成長や利
益に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑥環境に関するリスク
当社グループでは、FUJITSU Wayにおいて社会に貢献し地球環
境を守ることを企業指針の一つに掲げ、「富士通グループ環境方
針」のもと、環境負荷の低減や環境汚染の発生防止等に努めてお
りますが、事業活動を通じて環境汚染等が発生しないという保
証はありません。また、当社グループ工場跡地において、土壌や
地下水の調査及び浄化活動を行っていますが、今後新たな汚染が
判明しないとも限りません。このような環境汚染が発生または
判明した場合、当社グループの社会的な信用低下や、浄化処理等
の対策費用発生等により損益に悪影響を及ぼします。

⑦情報管理に関するリスク
お客様やお取引先、または当社グループの個人情報や機密情報
の保護については、社内規定の制定、従業員への教育、業務委託
先も含めた指導等の対策を実施しておりますが、情報漏洩が全
く起きない保証はありません。万が一、情報漏洩が起きた場合、
当社グループの信用は低下し、お客様に対する賠償責任等が発生
するおそれがあります。

⑧格付け等当社グループの信用に関するリスク
外部の格付け機関が当社グループに対して発行する格付けは、
資金調達に大きな影響を及ぼすとともに、お客様と取引する際
の信用情報として使われることがあります。収益計画の未達や
財務状況の悪化等の理由によりこれらの格付けが引き下げられ
た場合、当社グループの資金調達に影響を与えるほか、入札等、
取引参加において不利になる可能性があります。

7. 自然災害や突発的事象発生のリスク
自然災害やその他の予期せぬ事態が発生した場合、当社グルー
プの経営成績や財務基盤に大きな影響を与えるおそれがありま
す。例えば、下記のようなリスクが存在します。

①地震やその他の自然災害、事故等によるリスク
当社グループでは、地震や大規模な水害、火山の噴火などの自
然災害や事故、新型インフルエンザ等の感染症の流行等の発生時
にも、重要な事業を継続し、企業としての社会的責任を遂行する
とともに、お客様が必要とする高性能・高品質の製品やサービス

の安定的供給等の当社グループの事業活動の継続のために、事業
継続計画（BCP：Business Continuity Plan）を策定しております。
また、事業所における耐震対策や定期点検、防災訓練等の取り組
みを実施しております。しかし、想定外の自然災害や事故等が発
生した場合、事業所の機能停止、設備の損壊、電力・水・ガス等の
供給停止、公共交通機関や通信手段の停止、サプライチェーンへ
の被害等により、お客様への製品出荷やお客様の情報システムの
サポート等の停止など、当社グループの事業活動の継続に影響を
及ぼす可能性があります。

2011年3月11日に発生した東日本大震災に対しては、発生後
ただちに社長を本部長とする災害中央対策本部を立ち上げ、東日
本を中心に当社グループの全拠点の状況確認、お客様の状況確認
等を実施するとともに、BCPを発動して重要な事業の復旧活動を
行い、お客様への製品やサービスの供給回復や社会機能の維持に
向けて、パソコンや半導体等の生産を代替拠点に一時的に移設す
る等の事業継続活動を実施いたしました。これらの復旧活動に
も関わらず、大規模な余震等が発生した際には、公共インフラ停
止、燃料不足、設備被害及びサプライチェーンへの被害等によ
り、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。
また、東日本大震災等に伴う電力不足に対し、当社グループと
して政府や産業界の要請に的確に対応することにより企業とし
ての責務を果たし、また、エネルギー使用のあり方を中長期的に
検討するため、社長を委員長とした節電対策委員会を設置してお
ります。当委員会では、政府の動向を確認しながら、当社グルー
プ全体での節電対策等を実施しておりますが、特に夏場の電力
不足対策による事業活動の変化や、計画停電、予測不能な大規模
停電等により、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性が
あります。
また、当社グループの重要な事業活動基盤の一つである社内
ネットワークにつきましては、安定した運用を行うための万全
の体制を構築しておりますが、コンピュータウィルスの侵入等
による運用困難を完全に防げる保証はありません。

②地政学的リスク
当社グループが事業活動を展開する国や地域において、紛争や
テロ、政情不安、通貨危機等が発生した場合、当社の事業に大き
な影響を与えるリスクがあります。

8. 財務諸表に関するリスク
詳細については、P100「6. 重要な会計方針及び見積り」をご覧
ください。
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事業等のリスク




